[Lecture] Government-type and Market-type Higher Education : The Comparative Survey of University Finance in the Soviet Union, Great Britain and the United States by 大川 政三 & Ohkawa Masazo
[講演] 高等教育の政府型と市場型 : 英・米・ソ連
の大学を視て
著者 大川 政三
雑誌名 關西大學經済論集
巻 27
号 4-5
ページ 301-314
発行年 1977-12-20
その他のタイトル [Lecture] Government-type and Market-type
Higher Education : The Comparative Survey of
University Finance in the Soviet Union, Great
Britain and the United States
URL http://hdl.handle.net/10112/14624
301 
講演
高等教育の政府型と市場型
—英・米・ソ連の大学を視て—
大 JI I 政
只今たいへん過分なご紹介いただきました大川でございます。佐藤先生のご
紹介にありましたように，当関西大学は私にとって非常になじみのある，いろ
いろな意味で関係の深い大学なものですから，しばしば訪問させていただき，
いろいろなことについてお話し合いする機会をもってまいりました。本日は，
直接学生諸君にお話しする機会を与えられまして，たいへん光栄に思っており
ます。
教育の経済性
今これから私がお話ししようと思うことについてアウトラインを佐藤先生か
らお話ししていただきましたけれども，私は元来教育学者ではありませんが，
それにも拘らずどうしてこういう高等教育問題に首を突込んできたか，その理
由からまずお話し申し上げたいと思います。教育という問題は教育学者の聖域
と言いますか専管分野ということで，他の学問をやっている者がはいり込んで
いくのを拒否する空気がかつてあったように思います。しかし最近では経済学
がいろいろな分野に進出しています。教育のみならず医療，交通問題，公害問
題とかが，経済学の対象に取り込まれてきています。国防の問題すらも経済学
の対象領域にはいってきています。それぞれの政策目的のために稀少な経済資
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源を利用するという意味で，経済分析の対象とすることは当然なことであり，
今まで対象にしなかったのは経済学の怠慢であったと言うべきでしよう。少な
くとも教育のために人的・物的資源が利用される限り，有限資源の効率的利用
を計るという観点から教育も当然経済学の対象になるべきなのです。教育とい
う仕事は神聖であり，経済性を無視するところに特徴があるという意見は，自
分だけを教育専門家とする思い上がりの結果であり，教育水準の上昇をむしろ
妨げることになると思います。
焦眉の財政問題
前置きはこの程度にして，現在注目されている財政問題として，およそ三つ
の問題をあげることができようかと思います。第ーは諸君も新聞などでご承知
の，現在国会で問題になっている景気対策予算の問題であります。現在補正予
算が審議中であります。これは財政政策のうちいわゆるフィスカル・ポリシー
と称される考え方に関わるものです。福田総理大臣が，経済の福田と言いなが
らさっぱり経済を知らない，財政の福田であるかもしれないが経済の福田では
ないと，財界から盛んにつるし上げをくっています。政府財政の均衡よりは国
民経済の均衡を優先させるべきだと言うことで，公債発行の規模が増大しつつ
あるにも拘らずなおいっそうの景気刺激予算が主張されています。最近特に第
二の問題として浮かび上がってきたものとしては，赤字公債がこれほど累積し
てきた場合には将来増税を考えないといけないということで，一般的消費税導
入の問題があげられます。一般的消費税というのはわが国ではまだなじみのう
すいものですけれども，今後，この問題は繰返し議論されることでしよう。次
に申し上げる第三の問題が，今日の私のテーマに直接関係するものでありま
す。すなわち，無料または非常に低い料金で私的財的なサービスを政府に要求
する，こういう考え方がかなり濃厚に支配しておることを経済的にどう考える
かというのが，三番目の問題であります。公共財とか私的財という分類があり
ますが―これは佐藤先生や戒田先生のご講義に出てくると思いますー一，警
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察サービスのような純粋の公共財について政府から無料でサービスを受ける，
これは理由のあることだと思います。そういう純粋の公共財ではなく，もう少
し個別的な利益に関わるようなサービスについて，無料でやってほしい，ある
いは非常に安い料金で提供してほしいという要求が根強く主張され，現実にそ
のようなことが実施されているところに問題があります。ここでこれから取り
上げる教育，特に高等教育というようなサービスを非常に低い料金で，理想的
には無料で提供してほしい，という要望が強い。さらに医療というようなサー
ビスは，私の考えでは私的財的な性格を濃くもっている，個々の人々に直接的
に分割可能な形で便益がいくサービスであるという意味で，私的財的な性格を
もっている。それにも拘らず，そのような医療サービスを政府に対してタダで
要求する，あるいは，タダでなくても非常に安い料金で要求する。そうした主
張をまた，政治家の人たちがバックアップする。料金を徴収することが福祉に
反したことであり，非常に悪いことのような印象を与えています。この点では
大衆的人気を安直な手段でねらう政治家と新聞が共同歩調をとっています。無
料でこういう私的財的なサービスを提供することは，経済資源の効率的配分と
いう立場から見て望ましくないのみならず，所得分配の公平上からも不公平な
ことになりかねない，ということに焦点をしぽりながら以下の話を進めていく
つもりであります。
権利意識と費用意識
私的財的なサービスの費用を税金でまかなうべきである，という組合わせで
主張されることが多いわけですが，もちろん，医療とか教育とか住宅サービス
とか，これらのサービスを全部料金でまかなえるということを，私は言うわけ
ではありません。医療とか教育とかの私的財的なサービスにも社会的便益性が
認められる限り，税金でそういうサービスをまかなうという組合わせも，別に
非難すべきことではありません。あるいはまた，社会的に許される限りにおい
ての所得分配的考慮から，医療とか教育のサービスを税金を財源にして提供す
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ることも，ある範囲内においては許されるべきことです。しかし私が問題にし
たいことは，こういう私的財的なサービスの提供を税金でまかなう，裏返して
言えばタダで提供させるということが，権利という名で要求されるところに，
一つの問題があるのではないかということです。教育権であるとか，住宅権で
あるとか，医療権であるとか，こういう法律上の権利を大義名分として，医療・
教育という私的財的サービスを無料で要求するところに，問題があることを指
摘したいと思います。先ほど申したように，医療や教育に社会的な利益がある
限りにおいて税金でまかなうことを，私は否定するわけではありませんが，ぁ
る権利に基づいて要求する場合には，その要求は絶対的な要求という形になる
と思うのです。言葉を変えて言いますと，なにがなんでもタダでやるべきだと
いうような無条件的な要求になると思うのです。したがって，それはある力を
もった政治的な要求として，反対者を権力で押しのけるという形で出てくるこ
とが多い。このように法律上の権利に基づく絶対的な要求として出てくる場合
には，経済の問題とはなりません。経済の問題となるためには，絶対的な要求
としてでなく，相対的な要求として主張されなくてはならないのです。相対的
に考えるというのは，ある目標を達成するためにいくつかの実現方法があり，
そのいくつかの目標達成方法のメリット，デメリットを比較検討した上で選択
することです。こういう形で要求が出てきた場合には，比較検討の話し合いの
余地が出てくる，経済の問題として取扱い得るわけです。ところが，法律で認
められた絶対的な権利であるから，是が非でも政府は国民の権利を守るために
これこれのことをやるのが当然である，というような言い方で提出されてきた
場合には，これはもう強い者勝ち的な分捕りと言うか，政治的な圧力の強い者
がその要求を貫徹するということになりかねない。われわれの立場から言え
ば，そうした政治的な要求を相対的な経済的要求として提出してもらった上
で，果してそういう私的財的なサービスを税金でまかなうべきなのか，あるい
は，受益者負担的なものを加味させるぺきなのか，同じく受益者負担的なもの
を加味させるとしても，どの程度それを入れるべきなのかを考えていく。こう
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いう所に，教育とか住宅あるいは医療というような政府サービスを経済的に考
える出発点があると思うのです。権利意識の上に基づいた要求に対して，私の
言葉で「費用意識に基づいた要求」として簡単に言っておるわけですが，権利
意識にかわって費用意識というものをもう少し喚起したいと考えています。こ
ういうことが，結局は一二年前しきりに言われた財政の硬直化といった現象を
解きほぐす端緒になると思うのです。この権利意識・費用意識という問題につ
いては『地方税」という雑誌の10月号に書いたものがありますので，もし機会
がありましたら見ていただきたいと思います。
ソヴィエト高等教育の国家利益性
これから本題である高等教育の問題を見る場合にも，権利意識の上に立ち，
均等な教育機会は国民の重要な権利であり，したがって政府がタダではなくて
も格別に低い料金で高等教育を当然に提供すぺきである，という議論が安易に
もてはやされているように思えます。こういう表面的な議論をもう少し掘り下
げてみようというのが，今日の話の主題です。
それで，高等教育を無料で提供すぺきであるという議論を展開する場合に，
よく外国の例が引き合いに出されます。これから申し上げようと思うソヴィエ
トでは高等教育はタダではないか，あるいは，イギリスにおいてもほとんど個
人負担はないくらいな形で高等教育が提供されておるではないか，という例が
あげられます。そこで，ソヴィエトなりイギリスでは，どういう関係の中で高
等教育が国費により無料で行なわれているのか，その背景をある程度理解する
必要があるのではないかと思います。
順序として，ソヴィエトの場合の高等教育は現実にどういうように行なわれ
ているか，また，その費用がどういうふうにまかなわれているか，ということを
みたいと思います。私もそう深くソヴィエトの実状を見たわけではありません
が，過去 2回ばかり短期間ではございましたがモスクワなどを訪れる機会があ
り，担当の方にお会いしたり，また帰国してからも，多少その方面のものを読
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んだりしたことを基にして，ご紹介したいと思います。まず，ソヴィエトの高
等教育というのは，この標題に書いた分け方からいうと純粋な政府型といいま
すか，非常に政府の意向が強く反映しているタイプの高等教育であるというこ
とができると思います。特にソヴィエトにおける高等教育の主要な目的は，向
こうで手に入れたパンフレットなどの表現を借りますと， "trainingof high-
ly skilled specialists• であります。向こうへ行きますと， "specialist• とい
う表現が非常によく使われます。• このように高等教育は specialistの養成に
重点を置いている。勿論単なる specialistではなくて，その後にマルクス・
レーニン理論の知識を十分に持った，という形容句がついた specialistの養
成です。イデオロギー的にもある方向づけを持った者で，高度に熟練性を備え
た specialistを養成する，これがソヴィエトにおける高等教育の主要な目的
であります。したがいまして，この高等教育を運営する場合，例えばどういう
高等教育を行なうべきであるか，あるいは，どういう専門分野で何人の大学生
を養成すべきであるか，こういうことはすべて国家経済計画委員会の決定する
ところであるわけです。勿論「高等教育省」というのがあって，その高等教育
省と相談の上で決めるのですが，主要な点はソヴィエトの計画経済を立案し運
営する機関が決定します。その意味で，将来ソヴィエトの経済発展に必要な人
材はどのくらいか，そういう specialistの需要についての予測がまず行なわ
れ，その上に立って高等教育の内容。規模といったものが決められてくるわけ
であります。したがって，高等教育機関を作る時，運営する時にそのような国
家機関の意志が反映すると同時に，卒業後どういう所で働いてもらうかといっ
たことも，すべて国家経済計画委員会が決定することになります。天文学をや
った者はシベリアで働き，コンビューターをやった者はモスクワの計画機関で
働くとか，すべて計画委員会の指定する所で働く。＇すなわち卒業後は政府の決
定した場所で就業する義務を負わされることになります。その義務は 3年間で
ありますが，その期間指定された所で働いておれば，だいたいそれが一生の仕
事になる可能性が強く，もし指定された所で働くことを拒否したとすれば，大
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学卒業という資格で就職するための証明書が剥奪されるといいますか取り上げ
られ，大学卒業という資格が公けには認められなくなります。そういう形で，
就業の義務が強制されるということになるわけです。
わが国の場合は，大学をどのくらい作り，そこでどのくらいの学生を募集す
るかといったことについて決定する場合，将来の高等教育を修めた人の社会的
需要を予測して決めるといったことが非常に稀薄です。わが国には文部省とか
高等教育懇談会とかいった機関がありますが，そういった所で，いったい将来
の高等教育の規模をどのようにして決めているのかと聞いても，決め手になる
データが全然ないから，そういうような予測を入れて将来の高等教育の規模を
決めるということはしたことがない，という答えが返ってくるだけです。ただ
やっていることは，下から大学に入るための適齢人口がどのくらい増えてくる
か，その適齢人口が増えてくるその中でまた進学率がどのくらいになるか，そ
ういう高等教育を受けたいという需要面だけで将来の高等教育の規模を考え
る，こういうやり方が日本で行なわれている現状であります。したがって，．そ
の意味ではソヴィエトのような政府型ではなく，高等教育を受けたいという希
望を自由になるべく多く組み込んでやる，その代わり卒業後の保証までは政府
としてはやらない，という自由放任の市場型です。悪く言えば，大学にはいる
所までは非常に門戸を広げて場所を提供してくれますが，卒業後のことになる
と政府としては責任を負わない無責任型です。
これに反しソヴィエトの場合は，将来の専門家需要をしっかり押えた上で，
その専門家の候補者としてはいってきた大学生に対しては非常に厳しい訓練を
与えることになります。将来ソヴィエト社会の運命を担って立つような人材を
限られた期間，しかもいろいろな資源を投入して養成するのですから，その大
量な人的，物的資源投入に見合う有為な人材を養成する，こういう厳しい枠の
中で考えられているのが，ソヴィエトの高等教育です。単に進学意欲を満たす
ということだけで高等教育の規模を決める場合の無駄というか，非効率的な資
源の利用を許すだけの余裕はないのです。モスクワの街を歩いてみて，街路が
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非常にきれいで，ゴミなどほとんど散らばっていないことに気づきます。この
清潔さをひっくり返して考えると，汚なくするだけの資源の余裕がないのだと
も言えます。高等教育についても同じようなことが言えると思います。折角，
入学させたからには学生を大事に無駄なく，きびしく訓練して専門家に仕立て
上げるという精神に貫かれていると言えます。ソヴィエトでも大学入学試験は
厳しいので，日本流の家庭教師をつけることがかなり広範に行なわれていると
のことです。たまたま私が高等教育省を訪ねた時，入試に失敗し陳情のために
押しかけて来た，泣きはらして眼を赤くした学生諸君が廊下に並んでいる光景
を目にしましたが，どれほどの効果があるにせよ最後の手段としてそれくらい
のことをやらざるを得ないほど，進学競争が厳しいと言えます。そういう選抜
試験を受けた上で入学を許した者だけに，学生は怠情なことは許されないとい
う関係になっています。それを物的に保証するために，学生に対しては授業料
免除と共に生活費まで政府が面倒をみる形になっています。そこでおもしろい
ことは，奨学金交付の基準が，経済的必要性よりはむしろ学業成績によってい
るということです。更に金額の大小も，学業成績いかんによって決まってくる，
というかなり厳しい面を持っています。この点アメリカの場合は全く逆です。
連邦政府がかなり広範に学生援助金を支給していますが，その場合学業成績よ
りは，あくまでも financialneedsが基準になります。ソヴィエトでは学業
成禎優等生にはそれだけ多くの奨学金を与えるという制度ですから，奨学金と
いうよりも一種の賃金であるかのような印象を受けます。だいたい 100人のう
ち75人の学生が援助金を受け，残りの25人はあまり勉強意欲がないという判定
理由で支給されてないという話です。その判定は学生の代表である学生委員会
が行ない，最終的には学部長の所へその結果を提出してOKを取る手続きにな
っているとのことで，モスクワ大学経済学部長代理の方の話では，学生のそう
いう仲間内での決定はほぽ正確だとのことで，信頼していました。ソヴィエト
では，大学生だけでなく一般市民の間でも，そういった内部通報的なことが行
なわれているようです。
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ソヴィエトの高等教育を総括的に言いますと，生活費まで面倒をみて個人負
担が全くない政府の丸がかえ的な形で高等教育が行なわれている。その意味で
は一つの模範になるべきことかもしれませんが，そのような特典は，ソヴィエ
ト社会建設のために奉仕する国家利益性と裏腹の関係にあると言えます。その
意味でソヴィエトの高等教育はまさに政府型高等教育の典型であります。英語
で言うと，無料という意味での freehigher educationが一つの権利として
あり，それに対置して stronggovernment controlがある。そして学生諸君
には severeselectivityが課されるという三本柱の上に立っている。すなわ
ち，大学にはいって勉強することは一つの特権ですが，その特権を得るために
は大学にはいる時もはいってからも，非常に厳しい選抜が行なわれているの
が，ソヴィエト高等教育の特徴です。
イギリス高等教育のエリート性
さてソヴィエトの話はそれくらいにして，次にイギリスの話に移ります。イ
ギリスの場合も各大学の経費はほとんど公共経費でまかなわれておりますが，
その公共の資金が大学に配分されていくプロセスが，ソヴィエトと若干異なっ
ています。イギリスの大学はおよそ三段階に分れており，一番レベルの高いも
のとして universityという名をもつ総合大学があります。この大学の経費
は，ほとんど中央政府の経費でまかなわれていますが，日本の文部省の経費が
直接各国立大学に流れるという形はとらずに，私立大学の場合の私学振興財団
のような機関を通して間接的に国の経費が流れていきます。すなわち， Uni-
versity Government Committeeという委員会を通して経費が各大学に配
分されていきます。日本の場合， 4年制大学は確か400くらいありますが，ィ
ギリスでは約50の university しかありません。その下に教員養成大学 tea-
cher training collegeが二番目の段階にあり，三段目に成人教育機関として
のいろいろな collegeがあります。 universityの経費は中央政府の負担です
が，二段目三段目の高等教育機関の経費は地方政府の負担です。
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教育の費用という場合，高等教育を施す機関が支出する経費と，そこで学ぶ
学生あるいはその両親が負担する経費の二種類に分かれます。後者には教育機
関に対する納付金とか，その他書籍代とか文具代とかが含まれますけれども，
この納付金部分は教育機関に納入された後に，その機関から再支出されますか
ら，高等教育の費用をネットで考える場合には，二重計算をしない注意が必要
です。ここで特に言いたいことは，学生諸君が負担するものとして放棄所得と
いうものがあることです。小・中学校の生徒の場合には働いて賃金を得る機会
がないのですが，高等教育を受けている場合には，所得を得るチャンスがあり
ます。そういうチャンスを放棄して勉強する，いわゆる forgoneincome (放
棄所得）が，実は個人の負担する一番大きな費用です。アルバイトをすること
は，放棄所得の一部を回収することになります。イギリスでは学生援助金を計
算する場合，アルバイトをして収入があると，それを見込んで援助金が減らさ
れる仕組になっています。月 5万円の収入があれば，その分だけ政府が支給す
る援助金が減らされます。言い方を変えると，学生のアルバイト収入に対して
は100%の課税が行なわれる，ということになります。 1009!るの課税が行なわれ
るくらいなら，勉強の時間をすててアルバイトをすることはバカらしいわけ
で，授業のある時には専心勉強する。そのかわり夏休みは，徹底してアルバイ
トをすることになります。その点，日本の大学では，アルバイトをする時とし
ない時のケジメがはっきりしていない，という感じがします。
教育経費はこういう仕組みで負担されていますが，ここで言いたいことは，
本当に経済力の乏しい人に対して高等教育機会を均等に与えてやるためには，
この放棄所得を埋め合わせてやらなければならない，ということです。こうい
う点から考えると，現在の日本の奨学金制度は，極めて不徹底なものであり，
また，国立大学の授業料を低くしておくことによって機会均等の実が上がると
考えることは，非常に表面的な説と言わざるを得ません。本当に高等教育の機
会を均等に与えるというのであれば，国公私立大学のいかんを問わずもっと充
実した奨学金を与える，私立大学の学費が高い場合には，それを考慮した上で
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の差別的な奨学金の決定を行なう必要があります。そうした制度を作ってはじ
めて，機会均等の実が上がるのだと思います。アメリカの学生援助金制度は，
その点かなりきめ細かく作られ，公立を特別有利にすることなしに機会均等の
実が上がるような仕組になっています。その上で学生が公立大学を選ぽうと，
私立大学を選ぼうと，それは学生の選択にまかせます。連邦政府としてはそこ
までは干渉しません。大学間で自由に競争させ，学生に任意に選ばせます。し
かし経済的な面では，どういう大学を選んでも，両親の所得に応じて段階はあ
るが，放棄所得の費用まで学生援助金でカバーしてやる建前になっています。
アメリカの高等教育制度では連邦政府はあまり干渉せず，主として州政府が公
の立場で維持運営してきましたが，最近では「マイノリティー・グループの人
権の保障」という掛け声の下に，連邦政府が低所得階級に対する学生援助金の
整備をはかっています。
ちょっとアメリカの方に話がとんでしまいましたが，イギリスの場合でも，
やはり放棄所得に見合うだけのものを確保するような学生援助金の仕組みにな
っています。勿論，両親に十分な資力のある場合には，当然その両親の負担部
分が多くなり，政府からの援助金がその分だけ少なくなるようになっていま
す。ソヴィエトのごとく生活費の全額を補償するのではなく，イギリスの場合
には両親がその資力に応じて一部負担することになりますが，しかし学生の生
活費までも含めて公共の経費で高等教育の費用をカバーするという体制が，ィ
ギリスでも明らかにみとめられます。それでは，それだけの公共経費を税金を
財源にして支出する根拠はどこにあるのでしょうか。現地で私はよくそのこと
を尋ねました。実際に大学で勉強している青年は，大部分中産階級以上の家庭
•の青年でしょう， そういう所から来ておる学生の教育に対して， public ex-
penditureすなわち税金を投入するのは，所得分配上不公平ではないのか，
納税者の方から不満が出ないのか，ということを尋ねるのですが，イギリスの
高等教育責任者の多くは，どうしてそんなことを聞くのか，というような顔を
していました。向こうの人にとっては，高等教育の経費を公共資金でまかなう
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のは，もう当然のことで疑問の余地がないと考えているように思えます。所得
の高い人は，それなりに高い所得税を払っているのであるから，高等教育の便
益を低い費用負担で受けても当り前ですよ，と言わんばかりでした。私として
はこの説はいただきかねるのですが，しかし向こうの人は，なぜ高等教育に対
して公共経費が投入されるのかという理由を，理論的に順序だてて説明してく
れませんでした。その理由を私なりに考えてみれば，イギリスの大学生はなん
といっても社会的エリートで，選抜された者です。ユニヴァーシティーという
高等教育機関に在学している人は，同じ年齢層の10彩以下だと思いますが，そ
れだけに選び抜かれた人々です。かなり多くの子弟は， 16オぐらいの時に自ら
職につくことを選んで大学進学を放棄しており，入学試験が非常に難しいとい
うより，大学にはいる18オの時までに競争する人間が非常に少なくなってきて
いる。こういう形の選抜であるがゆえに，選抜はいっそうきびしいと言うこと
もできます。したがって，その関門を経て大学に進学した人々というのは，ィ
ギリスの将来を担うに足る社会的エリートとして期待されている，と考えられ
るのです。将来のイギリスの運命を担うような人材を養成するのは，イギリス
国民全体の幸せにかかわるという意味で公共性がある，と認められる。その上
で，公共経費が投入される，という関係になるのではないかと思います。かく
てイギリスの高等教育も政府型ということになりますが，ただしソヴィエトに
比較して大学自体の自主性，学生の進路選択の自由が保証されているので，準
政府型と呼ぶべきでしょう。
アメリカ高等教育の公私立競存性
最後に残ったアメリカの大学ですが，アメリカ型高等教育の基本は，先程も
申しましたように，公立大学と私立大学の間に競争原理を働かせる方向で運営
されているように思われます。学生数で言いますと， 日本では国公立が30%
で，私立が70彩という比率ですが，現在のアメリカの比率は，公立70彩，私立
30%という具合で，第二次大戦後非常に公立部門の比重が高まってきていま
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す。この台頭の理由としては，広く教育機会を与えるという政策に基づいて州
政府が努力してきたこと，特に 2年制のコミュニティー・カレッジという機関
が非常に発達してきたことを挙げることができます。年令も性別も問わず，高
等学校卒業資格さえあれば，かつ勉強する意欲さえあれば，ほとんど無条件に
受け入れてくれる制度を作り上げてきたのです。これは市町村立ですから，自
分の家から割合近くにある。こういうコミュニティー・カレッジの発展が，公
立部門の台頭を呼び起こした主要な理由なのですが，連邦政府の立場として
は，あくまでも公立・私立両部門に等距離を置いて，経済的にはどちらが特に
有利だとか，不利だとかならないように，学生援助金を調整しています。ハー
バート大学（年額7,500ドル）などの別格を除いた場合には，公私どちらの教
育機関を選ぼうと経済的負担において大きな差が生じないような仕組みを援助
金制度にもたせ，公私立間に競争原理を働かせるわけです。州立大学が授業料
が安いということだけの理由でより多くの学生を集める，という作用が実質的
に働かないようにする，という建前をとっています。しかし，一方ではコミュ
ニティー・カレッジの発展のために小規模私立大学，特に宗教団体が作った 2
年制のカレッジなどは財政危機に直面しているという話を聞きます。そのこと
を別にすれば，連邦政府の立場としては市場メカニズム的な競争原理を働か
せ，学生のみならず教授スタッフも互いに張り合わせることによって，アメリ
力高等教育全体の水準を引き上げようとする形になっています。こういう意味
で，アメリカの高等教育は政府補助のない完全な市場型とは言えませんが，競
争原理を尊重するという意味で市場型と言えるのではないかと思います。
日本の高等教育の無方針性
以上の各国の高等教育状況を前提として，日本の高等教育の現状，あるいは
将来をどう考えるかという点について少しく述べてみたいと思います。もし本
当に高等教育を受けるための経済的障害を取り除くことに本腰を入れるなら
ば，もっと奨学金制度の充実をはかることが必要です。経済力の乏しい人たち
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にはたっぷり奨学金をつける代りに，十分学資を負担する能力のある人にまで
低授業料の恩典を広げることの効率性については，慎重に考えねばなりませ
ん。奨学金が非常に貧弱な現状下での国公立大学のみの低い授業料水準，それ
によって均等な教育機会が与えられているとはどうしても考えられません。こ
ういう政策の進め方は，一方では救うぺき者をもらし，他方では救う対象にす
る必要のない者を受益人口に抱え込むという政策としての非効率性を存在させ
ていると思います。もう一つ指摘しておきたいのは，高等教育というものには
費用がかかるという認識を強くもつ必要がある，ということです。諸外国の大
学を多少訪問してみた結果言えることは，日本では確かに高等教育の間口が広
がり，大学の数も増えたのですが，本学のように歴史のある大学は別として，
どうかなと思われるような大学が現実には多数存在しているように思います。
それに比ベイギリスは斜陽の国とは言え，大学として創った以上は立派なもの
にするという気構えをひしひしと感じます。わずか10年くらいの歴史しかない
ような大学でも，非常に立派なものを創りあげている。これに対し日本の場合
は，安直に大学を作っている。日本政府の高等教育行政は，確たる目標なしに
無責任な形で進められてきたのではないかという気がしてなりません。
この間，ある研究会でアメリカの若い研究者が「日本の教育の平等主義」と
いうテーマで講演していました。私の予想では，彼は日本の平等主義的教育を
批判するのかと思っていたのですが，その予想に反して，むしろ日本の小・中
学校における平等主義の良さをたたえました。たまたま同席していた前文部大
臣の永井道雄氏も，盛んに同調される意見を述べていました。私は，人間性を
尊重するための平等的な政策もよろしいですけれども，そのために高等教育全
体のレベルを低下させるような平等では困るのではないか，という考えを持っ
ています。多様な中での高水準を求めることが必要と思います。これを結論と
して，今日の講演を終らせていただきます。ご清聴ありがとうございました。
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